
ＪＲ連合は、『2012年 交通重点政策』なる冊子を発行し、４月19日頃、

これを国会議員に大量配布しました。聞くところによると、名刺すら置

いていかない人がいたということです。

この冊子の中に、「リニア中央新幹線計画について」の項目があり、ま

さにＪＲ東海の主張と思えるような内容がそのまま記載されています。

第１は「東京・名古屋・大阪の日本の大動脈輸送の二重系化を実現し、

日本の経済社会全体に大きな波及効果があると考える」と主張していま

す。経済効果の中身は具体的に何でしょう？しっかり検証した結果で物

を言っているのでしょうか？ＪＲ連合が、建設費の検証、採算性、将来

の人口問題などを検証したということは全く聞きません。便利さを売り

物にしたアクアラインは、１日１億円もの赤字を出しています。

第２は「建設にあたっては、上場企業であるＪＲ東海の経営自主性を

十分に担保することに留意しなければなりません。用地買収や沿線地域

の合意形成など、国および地方公共団体等の公共がなすべき重要な役割

も存在します。公共が積極的に公共の役割を発揮することが求められま

す」と主張しています。早い話が「リニアは公共のためにつくるのだか

ら、ＪＲ東海の言い分を聞いて、建設や用地買収に協力しなければなら

ない」ということです。何という

暴論でしょうか。

もうここまで来ると、御用組合

をはるかに通り越してしまったの

です。誰が見ても経営破綻の危機

となるリニア中央新幹線、原発事

故と同じ道を歩もうとしていま

す。ＪＲ連合指導部よ、経営破綻

になったときは、あなたたちにも

重大な責任があることを肝に銘ず

るべきです。

「ＪＲ東海の自主性を十分に担保せよ」
会社に成り代わってＪＲ連合が国会議員にアピール

こ
れ
が
労
働
組
合
の
主
張
な
の
か
！
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